
条例による事務処理特例制度の活用状況

〇 移譲実績の多い法律
① 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 （鳥獣の捕獲の許可等） 46団体
② 都市計画法（都市計画区域等における開発行為の許可等） 45団体
③ 租税特別措置法（優良宅地の認定等） 44団体
④ 農地法（農地転用の許可等） 42団体
⑤ 墓地、埋葬等に関する法律（墓地、納骨堂又は火葬場の経営の許可等） 41団体
⑤ 地方自治法（市町村の区域内に埋立て等により新たに生じた土地の届出の受理等） 41団体

〇 全体では、230法律（平成25年調査：217法律）について移譲実績あり
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法律別の移譲状況

※調査時点は平成30年４月１日現在。平成25年調査：平成25年４月１日現在の移譲実績の調査結果
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法律別の移譲状況（移譲実績のある都道府県数）

※移譲実績のある
都道府県数の多い
上位10法律を掲載
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条例による事務処理特例制度の活用状況

〇 移譲実績の多い都道府県
① 新潟県 98法律 （平成25年調査：92法律）
② 静岡県 91法律 （平成25年調査：93法律）
③ 埼玉県 79法律 （平成25年調査：75法律）
④ 大阪府 78法律 （平成25年調査：83法律）
⑤ 広島県 76法律 （平成25年調査：78法律）

〇 １都道府県平均は約45法律（平成25年調査：約44法律）

都道府県別の移譲状況
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※調査時点は平成30年４月１日現在。平成25年調査：平成25年４月１日現在の移譲実績の調査結果
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